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本稿は，中東欧・旧ソ連諸国における国際貿易及び海外直接投資（FDI）の決定要因として，言語，
移民，歴史などの観点から社会的な関係性を広く表現した社会的紐帯に焦点を当て，先行研究が披露

する実証結果を統合・鳥瞰するとともに，メタ回帰分析と呼ばれる手法を用いて，研究間の異質性を

決定付ける要因や公表バイアスの可能性を検証した．その結果，社会的紐帯変数，とりわけ言語・移

民関連変数には確かに貿易・FDI誘引効果は存在するものの，公表バイアスの問題を越えて真の効
果が検出された他の決定要因と比べて，その効果サイズは小さいことが判明した．それゆえ，国際経

済関係における社会的紐帯の経済的効果を強調することは，その過大評価をもたらす恐れがあるため，

この問題は慎重に解釈すべきである．
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1．はじめに

本稿の目的は，中東欧・旧ソ連諸国を分析対象と

した国際貿易及び海外直接投資（以下，FDIと略称

する）の決定要因に関する定量的な実証研究におい

て，しばしば心理的ないし文化的距離と表現される

変数に焦点を当て，メタ分析と呼ばれる手法を用い

て，その貿易・FDI 誘引効果の有無と程度を総合

的に検証することにある．これまでの先行研究で明

らかにされてきたように，経済主体間の心理的・文

化的距離は取引費用への影響を通じて，国際的な経

済活動のあり方を規定する要因となりうる．この点

で，中東欧・旧ソ連諸国は興味深い分析対象地域で

ある．すでに EU加盟を達成した中東欧諸国では欧

州先進国との制度的な収斂が進む一方で，共産主義

体制下の制度的遺制を引き継ぎ，国際ビジネスの世

界では「異質な市場」と見られるケースが旧ソ連諸

国では珍しくない．こうした国・地域間の市場制度

の異質性を測る指標はいくつか考えられるが，言語，

移民，歴史などの観点から社会的な関係性を広く表

現しようとする試みは，総称して市場制度の社会的

紐帯（social ties）に関する比較研究と呼べるだろう．

中東欧・旧ソ連地域では，社会主義から資本主義

への体制転換の過程で，国家の統廃合が処々で進行

した（東西ドイツの統一，並びにソ連，ユーゴスラ

ビア，チェコスロバキアの解体）．今日の 30カ国余

りに上る独立国家の中で，以前と国境線が大きく変

わらないケースは 5カ国に限られる（アルバニア，

ハンガリー，ブルガリア，ポーランド，ルーマニ

ア）．国家の再編と国境線の変更は，当然ながら企

業の事業活動に多大な影響を及ぼしうる．一夜にし

て国内企業の投資活動は海外企業による FDIに姿

を変え，国内物流の配送業務は国際貿易に変貌し，

そこに住まう人々は国民から移民もしくは無国籍者

になりうるためである．こうした事態の発生に伴う

社会的な関係性の変容は，社会主義諸国間の国際貿

易を制度的に支えていた経済相互援助会議（通称コ

メコン）の崩壊に象徴されるように，国境を跨ぐ経

済活動に負の影響をもたらすと考えられる一方で，

再編された社会的な関係性が企業間と人的なネット

ワークを国際的に支えるという正の効果も期待でき

る．中東欧・旧ソ連地域における社会的紐帯の残存

は，対外的な経済活動を促進もしくは阻害している

のか，あるいは，どのような性格の社会的紐帯の代

理変数が統計的に有意に影響しているのかを検証す

ることに，本稿で展開するメタ分析の意義がある．

本稿の構成は以下の通りである．次の第 2節では，

社会的紐帯に焦点を当てながら，研究上の背景を解

説する．第 3節では，今次のメタ分析対象文献の概

要を述べる．第 4節では，社会的紐帯変数の貿易・

FDI 誘引効果に関するメタ分析を順次行う．最後

に，分析結果の要約と結論を述べる．
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2．研究上の背景：社会的紐帯に焦点を当てて

2. 1 国際貿易・海外直接投資研究

初回のノーベル経済学賞を受賞したヤン・ティン

バーゲン（Jan Tinbergen）が 1962年に提唱した国際

貿易の重力モデル（gravity model）は，輸出入国の

経済規模と両国間の地理的距離が二国間貿易の動向

を決定するという考え方で，物理学を修めたティン

バーゲンがニュートンの重力方程式から着想を得た

とされる．その説明力の高さには定評があり，数多

の実証研究を通じて支持されてきた（Feenstra,

2004, Chapters 5 & 6）．二国間の経済規模及び地理

的距離に加えて，現在は種々の説明変数が導入され

ており，特に様々な貿易障壁を表現するための費用

変数が用いられる．言語，移民，歴史などの観点か

ら心理的ないし文化的距離の遠近を表す社会的紐帯

変数は，その一つであろう．世界 140カ国を対象に

二国間貿易（2005年）の決定要因を拡張版重力モデ

ルで推定した研究によると，全観測数 19,460 件

（140カ国×139カ国の組数）の内，共通の言語，植

民地時代の支配・被支配関係，同一の支配者による

植民地としての歴史を共有する国同士の二国間貿易

の組み合わせは，それぞれ 1,590件，266件，1,546

件に上る（Felipe and Kumar, 2012）．多くの場合，

社会的な繫がりの有無を示す二値変数（ダミー変数）

として分析に供されるが，一部の実証研究では地理

的距離と同様に連続変数に変換されて投入されるこ

ともある．こうした拡張版重力モデルは，FDI の

決定要因に関する実証分析にも応用されており，企

業活動の国際化における社会的紐帯の影響力を計測

する有力な手法となっている．グローバリゼーショ

ンの進展に伴って国境を跨ぐ事業活動が活発になる

と，言語を含む過去の文化的・歴史的な繫がりが国

際貿易と FDIに及ぼす影響を学術的に検証しよう

とする試みが 1990年代以降に増加する1）．

管見の限りでは，地理的に遠く離れたスペインと

中南米地域のスペイン語圏諸国が 1990年代以降に

経済関係を深めた事例がビジネス界で注目されたこ

とで（The Financial Times, March 5, 1997），社会的

紐帯で結ばれた経済圏の形成に関する研究が本格化

したようである．1990年代半ばにスペインは FDI

の純受入国から純投資国に転じ，その多くが中南米

のスペイン語圏に向かう一方で，地域大国であるブ

ラジルへの投資は伸び悩んだ．言うまでもなくブラ

ジルの公用語はポルトガル語で，スペイン語との類

似点は多く見られるにしても，ポルトガル本国のポ

ルトガル語とは文法，語彙，音韻の面で異なる点が

多々あり（吉野，2017），言語間の障壁は低くない

（ブラジル・ポルトガル語，略してブラポル語とも

呼ばれる）．スペイン多国籍企業の中南米進出が 20

年間続いた後には，スペイン語圏の中南米企業によ

るスペイン本国への事業投資が本格化すると同時に，

同国を離れた労働移民が海を渡り，中南米のスペイ

ン語圏諸国に向かい始めたことで，両者間の言語的，

文化的，歴史的な繫がりの経済的効果が再び注目を

浴びた（The Economist, January 25, 2014）．スペイ

ンの対外 FDIの決定要因を計量的に分析した研究

によると，その受入先の市場規模に加えて，言語的

要素を含む文化的・歴史的な近似性が有意に影響し

ている（Galan et al., 2007 ; Barrios and Benito, 2010）．

同様の議論は，スペインと同様に世界各地を植民地

支配に収めていたポルトガルにも当てはまり，前出

のブラジルを筆頭にポルトガル語圏への対外 FDI

は文化的・歴史的な近似性によって説明されるとし

た上で，同じような社会的紐帯の誘引効果は中東欧

諸国からの対外 FDI にも観察されるという（Si-

mões, 2003）．

同一の言語文化圏に属するか，過去に植民地支

配・被支配関係にあった方が，国際貿易をはじめと

する企業活動の国際化を促進することはおおむね確

認されており，世界の主要国を分析対象とした先行

研究によれば，共通言語を有するか，植民地支配の

過去を共有する場合，二国間貿易は有意に増大する

（Rose, 2004 ; Helpman et al., 2008）．後述するように，

旧共産圏の中東欧・旧ソ連諸国を分析対象に含んで

も，二国間貿易に対する社会的紐帯の誘引効果はお

おむね認められ，言語，移民，歴史，文化で結ばれ

た社会的な関係性は国際貿易を促進させることが実

証的に確認されている．こうした議論をより精緻化

して，言語間の距離を共通か否かでなく連続的に把

握するために，すなわち，二値変数ではなく連続変

数として計量分析に供するために，言語学者が構築

したデータベースに基づいて作成された言語障壁指

標（Language Barrier Index）を貿易決定要因の推定

に用いた研究や，国際貿易への言語面の影響に関す

る過去の推定結果をメタ分析と呼ばれる手法で統合

した研究においても，言語面の近似性は二国間貿易

を促進させる効果があると結論付けている（Loh-

mann, 2011 ; Egger and Lassmann, 2012）．FDIを被

説明変数とする拡張版重力モデルでは，こうした社
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会的紐帯を表す説明変数が推定式に含まれることは，

貿易研究に比べると少ない．それでも，次節 3.で紹

介するように，中東欧・旧ソ連地域における対内・

対外投資の決定要因を推定した一連の研究は，言語

を含む文化的・歴史的な紐帯には二国間の事業投資

を増大させる効果があることをおおむね支持してい

る．

2. 2 国際経営・ビジネス研究

社会的紐帯が企業活動の国際化に及ぼしうる影響

については，すでに 1950年代半ばには議論の端緒

が見られ，文化的差異に起因する心理的距離（psy-

chic distance）の構成要素の一つとされた．一例を

挙げれば，ウィルフレッド・ベカーマン（Wilfred

Beckerman）の論稿では，本文の議論を締めくくる

形で，「同じ原材料を買うにしても，価格や輸送費

が変わらないのであれば，スイス企業はトルコ企業

よりもイタリア企業を選ぶであろうが，それは言葉

で苦労する心配が少ないことを含めて，両国は心理

的により近いからである」と最後に述べている

（Beckerman, 1956）．

言語面を含む心理的距離が企業活動の国際化に及

ぼす影響は，その後も研究者の関心を引き続けた．

たびたび引用される代表的な研究成果として，ヤ

ン・ヨハンソン（Jan Johanson）の業績が挙げられる．

スウェーデン企業の海外進出のパターンを分析した

ヨハンソンらの研究グループは事例研究を積み重ね

て，進出先の市場規模に加えて，本国との心理的距

離が企業活動の国際化に大きく影響していることを

突き止めた．例えば，代理店を経由した海外輸出や

駐在員事務所の設立などの初期段階では，市場規模

よりも心理的距離の方が重視される一方で，販売子

会社の設立や生産拠点の開設といった後期段階にな

ると，市場規模の方が国際化のあり方を強く規定す

ると主張した．企業経営の国際化のパターンには，

規則性と漸進性が観察される．それは戦略的な意思

決定の結果というよりも，本国と海外の間の心理的

距離に起因する行動パターンとして解釈される．ま

た，海外の市場知識（market knowledge）を取得す

る際にも，心理的距離は大きく影響する．市場知識

には，市場自体に関する知識に加えて，事業面の問

題や機会の認識も含まれるため，当該市場への関与

と経験の度合いが重要になる．企業が海外事業に関

する何らかの意思決定をする際には，その時点にお

ける市場関与及び経験知のレベルとリスク認知に基

づいて，当該市場への関与行動に変化をもたらすが，

市場環境が安定的で本国市場と同質的な構造である

ほど，要求される知識や経験のレベルは低くなるた

め，海外事業の活動は容易になると考えられる（Jo-

hanson and Wiedersheim-Paul, 1975 ; Johanson and

Vahlne, 1977）．近年の研究では，現地企業に比べ

て進出企業は負債（liability）を抱えているという視

点で，本国と進出先の市場環境の差異のみには解消

されない他者との関係性や社会的ネットワークの特

殊性に起因する費用問題を捉えようと試みている

（Zaheer, 1995 ; Johanson and Vahlne, 2009）．

文化的な差異が企業経営に及ぼす影響の大きさを

定量的に明らかにした研究成果として，今日でも頻

繁に言及されるのは，ヘールト・ホフステード

（Geert Hofstede）による一連の業績である．ホフス

テードによれば，各国・地域で様相が大きく異なる

文化は，集団的メンタル・プログラミング（collec-

tive mental programming）の帰結として理解される．

1960年代後半から 1970年代にかけて，主に多国籍

企業の従業員に対して実施したアンケート調査結果

（50カ国の出身者 116,000人）の統計分析（因子分析）

に基づいて，国民文化を 4つの次元に整理した上で

（権力格差，個人主義／集団主義，女性性（らしさ）

／男性性（らしさ），不確実性の回避），国・地域で

大きく異なる企業経営のあり方は，各次元の違いに

よって説明可能であるとした．そのため，米国流の

企業経営の理論や手法を単に他国に移植するだけで

は，失敗に終わることは自明であり，各国の文化的

差異に配慮した対応が必要になる．この点で，日本

は米国で発展した企業経営論を自国の文化に上手く

融合させた国として高く評価される（Hofstede,

1983）2）．ホフステードが提唱した国民文化モデル

は 6次元に拡張され，各次元のスコアが国毎に算出

されてホフステード指標（Hofstede index）と呼ばれ

るなど，その定量的に精緻化された議論は国際経

営・ビジネス分野の研究に大きな足跡を残した．文

化的な差異もしくは文化的距離（cultural distance）

が企業経営の国際化に及ぼす研究は，現在でも理論

及び実証の両面で進められている（Kirkman, et al.,

2006, 2017 ; Shenkar, 2012 ; Stahl and Tung, 2015 ;

Beugelsdijk et al., 2017）．この分析枠組みにおいて

は，言語面のギャップは文化的距離を測定する一要

素と捉えられるであろう．

上述のように，心理的距離もしくは文化的距離を

構成する要因の一つと考えられてきた言語面の問題
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を独立させて，企業活動の国際化や国際経営のあり

方に及ぼす言葉の影響を正面から議論した国際ビジ

ネス研究が近年増えている．その嚆矢とされるレベ

ッカ・ピエカーリ（Rebecca Piekkari）らの研究グル

ープは，主にフィンランド企業の国際経営に関する

事例研究を踏まえて，国際化する企業経営において

使用言語の選択が及ぼしている影響や，企業活動の

国際化の経路やパターン（ライセンス契約，輸出，

投資など）に言語面のギャップが少なからず影響し

ていることを明らかにした．しかしながら，企業内

外の使用言語をめぐる問題は事後的な対応を余儀な

くされるケースが多く，現在でも戦略的に対応して

いる企業は少ないとされる（Piekkari et al., 2014）．

国際ビジネス研究の専門誌である「国際ビジネス

研究ジャーナル」（Journal of International Business

Studies）に発表された研究成果の中で，言語を分析

対象とした論文に焦点を当て，その取り扱われ方や

論文のテーマを時系列に整理したレビュー論文によ

ると，国際経営・ビジネス分野における言語研究は，

現在までに 4つの時期に分類される．すなわち，1）

国際経営に影響を与える個人技能としての言語能力

（1970〜90年代），2）異文化経営が求められる情勢

下での言語対応の必要性（1990 年代〜2000 年代中

葉），3）グローバルな経営戦略の策定・実施に不可

欠な要素としての組織的な言語マネージメントの重

要性（2000年代中葉以降），4）戦略的な国際経営に

不可欠な要因としての言語の位置づけ（2010年代）

に大別される．3）から 4）に至る過程の中で，20世

紀の人文・社会科学の発展に大きな影響を及ぼして

きた「言語論的転回」（linguistic turn）3）が，国際ビ

ジネスの研究領域にも押し寄せてきたという．ここ

で興味深いのは，日本企業の海外進出（日本の対外

直接投資）と旧共産圏の資本主義化（移行経済諸国へ

対内直接投資）が，異文化経営と言語対応の重要性

を実業界に提起したという指摘である（Brannen

and Mughan, 2017）．この点からも，中東欧・旧ソ

連諸国を分析対象にした国際貿易及び FDIに関す

る計量的な実証研究を取り上げ，各々の研究間もし

くは文献間の異質性（推定結果群の個別効果）を制御

しながら，言語，移民，歴史などの社会的紐帯を表

す説明変数のパラメータの推定結果を統合的に分析

する意義は大きい．

3．メタ分析対象文献の概要

本節では，メタ分析対象文献の探索・選択方法と

各文献に報告された推定結果の抽出方針を説明した

上で，それらの中で取り上げられた社会的紐帯の内

容を概観する．

中東欧・旧ソ連諸国向け国際貿易及び対内 FDI

（以下，IFDIと略称する）の決定要因に関する実証

研究を対象にした以前のメタ分析のために準備され

た文献は，合計 111点（国際貿易 42点及び IFDI69

点）に上る（Tokunaga and Iwasaki, 2017 ; Uegaki and

Kumo, 2020）．これに，2018年末までに発表された

研究成果や過去の文献探索では漏れていた業績を加

えて4），中東欧・旧ソ連諸国発の対外 FDI（以下，

OFDIと略称する）に関する実証研究もあわせて収

集した．その際，IFDIに関する文献探索の手順を

参考にしながら，学術文献情報データベースの

Econ-Litを利用して，1989年から 2018年までに発

表された文献を対象に，outward foreign direct in-

vestment もしくは OFDI と，transition economies,

Eastern Europe, former Soviet Unionもしくは中東

欧・旧ソ連諸国の国名いずれか一つの組み合わせを

検索語に用いた5）．この段階で見出された OFDIに

関する文献は，全て記述分析の手法による研究成果

であったため，移行経済に関する専門書や学術誌に

まで手を広げて探索した結果，50点弱の雑誌論文

と約 30点に上る図書所収論文を入手した．その中

から，メタ分析の対象文献となりうる 5点の実証研

究を選択した．他方で，今般のメタ分析の目的や手

法にはそぐわない先行研究を全体から除外した結果，

合計 98点の文献が集められた．これらは全て英文

で執筆された学術論文である．その中から，社会的

紐帯に関する説明変数を含む 18点の論文を選択し，

以下のメタ分析対象の基本文献とした（表 1を参照）．

社会的紐帯変数を言語，移民，歴史・文化の 3タイ

プに分類すると，それぞれ 7点，4点，15点の論文

で扱われている．残りの 80点の文献は，社会的紐

帯変数と他の説明変数の貿易・FDI 誘引効果を比

較するためのメタ分析に供する．社会的紐帯変数の

推定結果は全て収集した一方で，その他の説明変数

については，分析対象国，データ形式，推定期間，

回帰モデルの推定式及び推定量の少なくとも一項目

で，分析方法論の観点から注目すべき差異が認めら

れる限りにおいて，複数の推定結果を抽出した．以

下，抽出した推定結果の総数を K で表す (k=1,

⋯, K )．

中東欧・旧ソ連諸国の対外経済関係における社会

的紐帯の重要性を分析枠組みに明示的に取り入れた

62 経 済 研 究



のは，旧ユーゴスラビア出

身の研究者ニーナ・バンデ

ルジェ（Nina Bandelj）の功

績である．経済行動に対す

る経済主体間の社会的な関

係性の埋め込み（embedd-

edness）に着目して，投資

国への移民の流れや二国間

におけるマイノリティ集団

の存在が中東欧諸国への

IFDI に影響しており，文

化的な差異や距離よりも

文 化 的 適 合 性（cultural

matching）の高さが，取引

費用の低減を通じて FDI

を押し上げるという仮説を

支持する分析結果を提示し

た（Bandelj, 2002, 2008b）．

最も分かりやすい例は，内

戦中のクロアチアが 1990

年代に享受した「期待をは

るかに上回る」FDI で，

その内容を精査すると，大

半が在外同胞からの投資で

あり，戦火に見舞われた祖

国に対する支援も少なから

ず含まれていた（Garibaldi

et al., 2011）．ポーランドへ

の IFDIの決定要因に関す

る研究でも，ポーランド移

民の受入数の多い投資国ほ

ど投資額を増やす傾向にあ

ることが判明した（Dei-

chmann, 2004）．他方で，

国際貿易に及ぼす移民の影

響力は限定的であるが，中

東欧諸国（移民送出国）と英

国（同受入国）の二国間貿易

のケースでは，前者から後

者への輸出を伸張する効果

が確認されている（Ghatak

et al., 2009）．

本稿の冒頭で述べたよう

に，資本主義への体制転換

の過程で，多くの中東欧・
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旧ソ連諸国は国家の統廃合を経験した．20世紀初

頭にまで�ると，一部の中東欧諸国の領土はオース

トリア＝ハンガリー帝国（1867〜1918）の支配下にあ

り，その意味でも歴史の共有という社会的紐帯は今

に息づいている．表 1に掲げた基本文献の多くは，

一つの国家を構成していたという歴史的事実を分析

に取り入れるために，地理的距離も制御した上で，

同一国ダミーや地域ダミーという形で変数化してい

る．例えば，ロシアからの OFDI の決定要因を論

じた研究は，旧ソ連諸国 11カ国が加盟する独立国

家共同体（CISNIS）の加盟国ダミーを導入して，過

去の制度的遺制は直接投資の受け入れに優位に働く

であろうという予想を裏付ける分析結果を示した

（Kalotay and Sulstarova, 2010 ; Panibratov and

Ermolaeve, 2017）．同様に，旧ユーゴスラビアのク

ロアチア向け IFDI のケースでも，歴史的近似性

（historical proximity）の影響力の強さが確認されて

いる（Deichmann, 2013）．

社会的紐帯を構成する要素の一つとして，共通通

商語（lingua franca）は取引費用の多寡に直結する重

要な要因である．多言語・多民族社会である中東

欧・旧ソ連地域では，複数の言語が日常的に使用さ

れており，国家語や公用語とは別の言語がしばしば

ビジネス言語として機能している．特に，話者数が

2億人を超える大言語の一つであるロシア語の影響

力は非常に強く，ソ連崩壊後の「ロシア語離れ」に

よって 1990〜2010年の間に推計で 5千万人以上の

話し手が消滅したとはいえ，旧ソ連地域では英語以

上に重要なビジネス言語として認知されている国が

多い（徳永・菅沼，2019；Tokunaga and Suganuma,

2020）．グローバルなビジネス言語である英語を外

国語として学習する動機が他地域に比べて弱いとい

う興味深い特徴も，旧ソ連地域には見られる（井上，

2001，第 3章）．こうした事情を考慮して，公的な

使用言語の共通性に加えて，マイノリティ言語や第

二言語の一致性も制御すると，社会的紐帯が言語と

いうプリズムを通して，中東欧・旧ソ連諸国の国際

経済関係に多様な影響力を及ぼしている姿が浮かび

上がる（Besedeš, 2011 ; Martí et al., 2014）．

表 1に掲げた基本文献のその他の属性は，以下の

通りである．第 1に，移行国に分類される研究対象

国延べ 131カ国の内，中東欧 EU加盟国，中東欧非

EU加盟国，旧ソ連諸国（バルト諸国を除く）が占め

る割合は，それぞれ 67.9％，22.9％，9.2％である．

第 2に，相手国の内訳が明示されていないケースが

少なくないため，国家カテゴリー毎の構成比を示す

ことはできないが，EU加盟先進国との対外経済関

係が主要な分析対象である．第 3に，今回取り上げ

た合計 18文献の推定期間は，全体として 1992年か

ら 2013年までの 22年間をカバーしており，抽出さ

れた実証結果の平均推定年数は 8.5年（中央値 9年，

標準偏差 4.8 年）である．第 4 に，モデル形式はほ

ぼ二国間で統一されている一方で，データ形式は横

断面とパネルに分かれる．第 5に，従属変数を貿易，

IFDI，OFDIの 3タイプに分類すると，それぞれ 7

点，9点，3点の論文で扱われている（複数タイプの

従属変数を用いた文献が 1点ある）．第 6に，文献

別の平均精度の分布が示唆するように，社会的紐帯

変数の推定値の信頼性は研究によって大きく異なり，

言語，移民，歴史・文化のタイプ毎に特徴的な傾向

を見出すこともできない．

4．社会的紐帯変数のメタ分析

以下では，中東欧・旧ソ連諸国における社会的紐

帯の貿易・FDI 誘引効果に焦点を当てて，前節で

述べた基本文献 18点から抽出した社会的紐帯変数

の推定結果 130点のメタ分析を行う．経済学分野の

メタ分析研究で報告された推定結果の抽出数は，数

十点のレベルから一万点を超えるまでのものと相当

の幅があり，移行経済分野に的を絞っても，同様に

50点前後から 1700点超までと大きく異なる（Hav-

ránek et al. 2020 ; Iwasaki, 2020）．分析対象の違い

やデータの入手可能性に応じて，サンプルとして集

められる推定結果のサイズが異なることは不可避で

あり，いかなる場合も，しかるべき手続きを踏みな

がらメタ分析を進めることが重要になる．以下では，

経済学分野のメタ分析用に推奨されたガイドライン

に従いながら（Stanley and Doucouliagos, 2012 ; Hav-

ránek et al. 2020），中東欧・旧ソ連諸国向け IFDI

の決定要因に関する別稿のメタ分析研究で採用した

手法と手順を踏襲する（Tokunaga and Iwasaki,

2017 ; Iwasaki and Tokunaga, 2020）6）．

4. 1 推定結果のメタ統合

図 1は，表 1に掲げた全 18文献から抽出した社

会的紐帯変数の推定結果 130点の偏相関係数及び t

値の度数分布を示している．どちらも正規分布には

従っていない．同図（a）が示すように，偏相関係数

は 0.05を最頻値としており，Cohen（1988）の基準に

従えば，その 52.3％（68 推定値）は，中東欧・旧ソ
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連諸国における貿易・FDI と社会的紐帯の間にな

んら実際的な関係 (  r <0.1) を見出しておらず，

36.2％（47 推定値）が軽微な効果 (0.1≤  r <0.3) を，

残る 11.5％（15推定値）が顕著な効果 (0.3≤  r  ) を

報告している．他方で，同図（b）が示すように，t

値は 3.00を最頻値としており，その絶対値が 2.0以

上の推定結果は全体の 63.8％（83推定値）を占めて

いる．すなわち，表 1に掲げた文献 18点は，社会

的紐帯の貿易・FDI 誘引効果に関して，統計的に

は有意であるが，軽微な効果を全体的に示している

と言えよう．

抽出推定結果のメタ統合の結果を示した表 2には，

全研究の統合結果に加えて，データ形式，従属変数

タイプ，社会的紐帯変数タイプの違いに着目した統

合結果も報告している7）．偏相関係数の統合結果は

同表（a）に示されている．均質性の検定は全ケース

で帰無仮説を棄却しているため，ここでは変量効果

モデルの推定値を参照値として採用する．同推定値

によれば，全研究を対象とした偏相関係数の統合値

は 0.005で，10％水準で有意である．ただし，統合

値の大きさは，各々の比較対象間で大きく異なる．

まず，横断面データを用いた研究は，大きな正の貿

易・FDI 誘引効果を報告しているのに対し，パネ

ルデータを用いた研究は逆に負の効果を提示してい

る．次に，社会的紐帯変数が国際貿易に及ぼす影響

力を分析した研究は，統計的に有意な効果を示して

いないが，それが FDIに及ぼす影響力を分析した

研究は，有意に正の効果を報告している．最後に，

社会的紐帯変数タイプ毎に分類すると，言語の一致

性や移民の有無に関する変数の場合には，有意に正

の効果が報告されている一方で，文化的・歴史的な

近似性に関する変数の効果は非有意である．

他方で，表 2（b）に示された t値の結合結果を見

ると，無条件に結合された t値と比較して，研究水

準で加重された結合 t値は，あらゆる条件付けの下

で大幅に低い値を示している．研究水準を加味する

と統計的有意性を失うケースも見られることから，

研究水準と報告される t値の間には強い負の相関関

係が想定される．一部のケースでは，同表の右端欄

に示されたフェイルセーフ数 ( fsN ) も小さいため，

統合 t値の推定結果の信頼性はさほど高くないもの

の，横断面データを用いて，FDI 関連変数を従属

変数に採用し，言語や移民を社会的紐帯の代理変数

として推定した研究の信頼性が総じて高いと言える．

4. 2 メタ回帰分析

次に，メタ回帰分析の手法を用いて，偏相関係数

を従属変数とするメタ回帰モデルを推定する．推定

式の右辺に置かれるメタ独立変数は，表 3が示すよ

うに，データ形式，従属変数タイプ，社会的紐帯変

数タイプ，研究対象国，推定期間，推定量，説明変

数タイプなどに表現された各研究の属性を反映して

いる8）．前項 4. 1で検討したメタ統合の結果が示唆

するように（表 2を参照），こうした研究間の属性の

相違あるいは文献間の異質性が実証結果を大きく左

右しているため，それがどのような点から生じてい

るかを見極めようとすることが，以下で行うメタ回

帰分析の目的である．また，推定結果に影響すると

考えられる抽出モデルの自由度や研究水準の差につ

いても，その効果を合わせて検証する．

偏相関係数を従属変数とするメタ回帰モデルの推

定結果は，表 4に示されている9）．紙幅の制約から
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図 1．社会的紐帯の貿易・FDI誘引効果に関する推定結果の偏相関係数及び t値の度数分布 (K=130)

注） 1．正規分布への適合度検定：χ=9.85, p=0.0073；Shapiro-Wilkの正規性検定：W=0.939, z=4.124, p=0.000

2．正規分布への適合度検定：χ=23.46, p=0.0000；Shapiro-Wilkの正規性検定：W=0.863, z=5.957, p=0.000

出所） 筆者作成．



t値を従属変数とする推定結果は

割愛したが，そこから得られる含

意は若干異なるため，必要に応じ

て言及する．固定効果推定の結果

を除き（モデル［7］），モデル全体

の説明力を示す決定係数 (R ) は，

0.504（モデル［4］）から 0.652（モデ

ル［1］及び［6］）の範囲にあり，妥

当な水準である．t値を従属変数

とした場合，モデル全体の説明力

は全体的に低下し，固定効果推定

の結果を除くと，決定係数 (R )

は 0.342から 0.400の範囲にある．

7 つのモデルの内（固定効果推定

で推定値が得られない場合は 6つ

のモデルの内）の 4モデル以上で，

統計的に有意かつ符号関係が同一

なメタ独立変数の推定結果に基づ

くと，メタ分析対象文献が報告す

る実証結果に顕著な差異をもたら

す要因として，次の 5点が指摘さ

れる．換言すれば，中東欧・旧ソ

連諸国における社会的紐帯の貿

易・FDI 誘引効果に関する推定

結果は，以下に述べる要因に強く

規定されていると言える．

第 1に，データ形式の違いは推

定結果に強く影響している．すな

わち，パネルデータを用いた研究

に比べて，横断面データを用いた

場合は，社会的紐帯の貿易・FDI

誘引効果をより大きく報告する傾

向にある．この点は，先に見たメ

タ統合の分析結果と整合的である．

横断面データを用いた研究が報告

する偏相関係数は，パネルデータ

を用いた研究の推定結果よりも

0.339 から 0.693 の範囲で平均的

に高いことが分かる．言語や文化

のように研究対象国の間の異質性

が顕著なケースでは，横断面デー

タを用いると，それがより強調さ

れてしまうため，その推定結果は

慎重に評価する必要があることを

示唆している10）．なお，t値を従
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属変数とするメタ回帰モデルでは，データ形式の違

いによる推定結果の差は検出されないことから，統

計的有意性には影響しないと考えられる．

第 2 に，従属変数タイプの違いに注目すると，

FDI研究に比べて貿易研究の方が社会的紐帯変数

の効果サイズを大きく報告する傾向にある．第 2節

で述べたように，言語，移民，歴史，文化で結ばれ

た社会的な関係性が二国間貿易を促進させることは，

研究対象国・地域を問わず広く支持されている．例

えば，移民受入数では米国に次ぐ移民大国ロシアに

注目すると，主に旧ソ連諸国から同国への移民の存

在が域内の国際経済関係に大きな影響力を及ぼして

おり，在外労働者の報酬・送金によって移民出立国

の貿易収支赤字を補塡する形で経常収支の改善に大

きく寄与している（堀江，2010；Kumo, 2012；上垣，

2017）．労働移民が二国間貿易を促進させることは，

北米や欧州の先進国を対象にした実証研究でも支持

されており（Ghatak et al., 2009），移民を媒介にした

ネットワーク型のコミュニティの創出と発展には，

市場規模や労働費用といった万国共通の経済的要因

と並んで，対外経済関係を強化させる効果が認めら

れる11）．ただし，t値を従属変数とするメタ回帰モ

デルでは，従属変数タイプの違いによる顕著な差は

見られないこともあり，今後の研究動向次第では，
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表 3．社会的紐帯の貿易・FDI誘引効果に関するメタ回帰分析に用いる独立変数の定義及び記述統計量

注） 1．2004年又は 2007年に EUに新規加盟したチェコ，ハンガリー，ポーランド，エストニア，ラトビア，リトアニア，スロヴァキア，

スロヴェニア，ルーマニア，ブルガリアの 10カ国を指す．

2．詳細は，Iwasaki（2020, Chapter 1）を参照．

出所） 筆者算定．

変数名 定義
記述統計量

平均 中央値 標準偏差

横断面データ 横断面データを用いた研究 (=1)，その他 (=0) 0.397 0 0.491

貿易 従属変数に貿易関連変数を用いた研究 (=1)，その他 (=0) 0.563 1 0.498

言語 社会的紐帯変数に言語関連変数を用いた研究 (=1)，その他 (=0) 0.190 0 0.394

移民 社会的紐帯変数に移民関連変数を用いた研究 (=1)，その他 (=0) 0.167 0 0.374

複数国研究 複数の研究対象国を取り上げた研究 (=1)，その他 (=0) 0.508 1 0.502

中東欧 EU加盟国比率 研究対象国に含まれる中東欧 EU加盟国1）の比率 0.657 0.75 0.395

中東欧非 EU加盟国比率 研究対象国に含まれる中東欧非 EU加盟国の比率 0.171 0 0.303

非欧州 欧州以外の貿易・投資相手国が含まれる研究 (=1)，その他 (=0) 0.849 1 0.359

推定期間初年度 推定に用いたデータの初年度 1997 1996 4.614

推定期間年数 推定に用いたデータの年数 8.492 9 4.818

個別効果 研究対象国の個別効果を制御した推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.262 0 0.441

時間効果 推定期間内の時間効果を制御した推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.452 0 0.500

WLS 加重最小二乗推定量を利用した推計結果 (=1)，その他 (=0) 0.032 0 0.176

FE パネル固定効果推定量を利用した推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.198 0 0.400

RE パネル変量効果推定量を利用した推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.087 0 0.283

GMM 一般化積率法を利用した推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.024 0 0.153

SLS 二段階最小二乗推定量を利用した推計結果 (=1)，その他 (=0) 0.032 0 0.176

PROBIT プロビット推定法を利用した推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.278 0 0.450

対数値 従属変数タイプとして対数値を用いた推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.595 1 0.493

市場規模 説明変数タイプとして市場規模変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.460 0 0.500

地理的距離 説明変数タイプとして地理的距離変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.786 1 0.412

経済移行 説明変数タイプとして経済移行変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.175 0 0.381

隣国 説明変数タイプとして隣国変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.373 0 0.486

購買力 説明変数タイプとして購買力変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.127 0 0.334

貿易関係 説明変数タイプとして貿易関係変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.508 1 0.502

集積効果 説明変数タイプとして集積効果変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.135 0 0.343

労働費用水準 説明変数タイプとして労働費用水準変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.056 0 0.230

労働費用格差 説明変数タイプとして労働費用格差変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.079 0 0.271

資源賦存 説明変数タイプとして資源賦存変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.056 0 0.230

EU加盟 説明変数タイプとして EU加盟変数を含む推定結果 (=1)，その他 (=0) 0.135 0 0.343

総数 推定に用いた説明変数の総数 29.817 15 60.981

 自由度 推定モデルの自由度の平方根 109.739 22.079 171.287

研究水準 研究水準の 10段階評価2） 5.579 6 2.590
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注） 1．OLS：最小二乗法，WLS：加重最小二乗法（括弧内は推定に用いた分析的重み），RML：制限付き最尤法，GLS：一般最小二乗法．
2．Breusch-Pagan検定：χ=0.00, p=1.000

3．Hausman検定：χ=9.38, p=0.967

4．括弧内は，Whiteの修正法による分散不均一性の下でも一致性のある標準誤差．***：1％水準で有意，**：5％水準で有意，*：10％水準で有意．OLS及びWLS推定に際
しては，研究毎に抽出推定結果をクラスター化したクラスター法を採用している．

出所） 筆者推定．推定に用いた独立変数の定義及び記述統計量は表 3を参照．

表 4．社会的紐帯の貿易・FDI誘引効果に関するメタ回帰分析

従属変数 偏相関係数

推定量 1） Cluster-robust
OLS

Cluster-robust
WLS［研究水準］

Cluster-robust
WLS［N］

Cluster-robust
WLS［1SE］

Multi-level mixed
effects RML

Random-effects
panel GLS

Fixed-effects panel
LSDV

独立変数（デフォルト・カテゴリ）モデル ［1］ ［2］ ［3］ ［4］ ［5］ ［6］2） ［7］3）

データ形式（パネルデータ）

横断面データ 0.518*** 0.470*** 0.339*** 0.693*** 0.518*** 0.518*** dropped
（0.10） （0.10） （0.09） （0.09） （0.09） （0.10）

従属変数タイプ（FDI関連変数）

貿易関連変数 0.326*** 0.229 0.273*** 1.734*** 0.326*** 0.326*** dropped
（0.10） （0.14） （0.06） （0.28） （0.09） （0.10）

社会的紐帯変数タイプ（歴史・文化関連変数）

言語 −0.038 −0.012 0.016*** −0.002 −0.038 −0.038 −0.038
（0.05） （0.03） （0.00） （0.02） （0.04） （0.05） （0.05）

移民 0.058 0.031 0.080 0.056 0.058 0.058 0.092
（0.05） （0.04） （0.06） （0.05） （0.04） （0.05） （0.06）

研究対象国数（特定国研究）

複数国研究 0.048 0.188 −0.187* −2.152*** 0.048 0.048 dropped
（0.16） （0.24） （0.11） （0.55） （0.13） （0.16）

研究対象国の構成（旧ソ連諸国比率）

中東欧 EU加盟国比率 −0.085 −0.051 −0.029*** −0.032*** −0.085* −0.085 −0.033***
（0.06） （0.03） （0.00） （0.01） （0.05） （0.06） （0.01）

中東欧非 EU加盟国比率 −0.026* −0.020** −0.021*** −0.020*** −0.026** −0.026** −0.029**
（0.01） （0.01） （0.00） （0.01） （0.01） （0.01） （0.01）

貿易・投資相手国（欧州）

非欧州 0.062* 0.056 0.084*** 0.041 0.062** 0.062* −0.038***
（0.03） （0.05） （0.00） （0.06） （0.03） （0.03） （0.00）

推定期間

推定期間初年度 0.006 0.002 0.001 −0.001 0.006 0.006 0.002***
（0.01） （0.00） （0.00） （0.01） （0.01） （0.01） （0.00）

推定年数 −0.009 −0.009 −0.001 −0.118*** −0.009 −0.009 −0.009**
（0.01） （0.01） （0.01） （0.03） （0.01） （0.01） （0.00）

個別効果・時間効果制御（非制御）

個別効果 0.043 0.036 0.056 0.034 0.043 0.043 0.018
（0.04） （0.02） （0.03） （0.02） （0.04） （0.04） （0.02）

時間効果 0.222 0.266 −0.087 0.796*** 0.222* 0.222 dropped
（0.15） （0.15） （0.14） （0.17） （0.13） （0.15）

推定量（OLS）
WLS 0.027 0.272 −0.164 −2.588*** 0.027 0.027 dropped

（0.18） （0.25） （0.17） （0.67） （0.15） （0.18）
FE 0.085* 0.057* 0.039 0.039* 0.085** 0.085* 0.057*

（0.05） （0.03） （0.03） （0.02） （0.04） （0.05） （0.03）
RE 0.246** 0.385** 0.112** 0.139 0.246** 0.246** 0.115***

（0.11） （0.17） （0.04） （0.09） （0.10） （0.11） （0.03）
GMM 0.618*** 0.531*** 0.309** 2.109*** 0.618*** 0.618*** −0.208***

（0.14） （0.13） （0.13） （0.33） （0.12） （0.14） （0.04）
SLS −0.057 −0.136 0.050 1.163*** −0.057 −0.057 dropped

（0.13） （0.18） （0.14） （0.34） （0.11） （0.13）
PROBIT −0.001 −0.106 0.195 −1.795*** −0.001 −0.001 dropped

（0.19） （0.19） （0.26） （0.27） （0.17） （0.19）
従属変数形式（真数値）

対数値 0.012 0.018 0.032 0.415** 0.012 0.012 dropped
（0.06） （0.07） （0.07） （0.15） （0.05） （0.06）

説明変数タイプ（除外）

市場規模 −0.274*** −0.326*** −0.079 −0.403*** −0.274*** −0.274*** −0.379***
（0.08） （0.05） （0.13） （0.03） （0.07） （0.08） （0.03）

地理的距離 −0.202** −0.281*** −0.068 −0.319*** −0.202*** −0.202** −0.297***
（0.08） （0.07） （0.10） （0.05） （0.07） （0.08） （0.09）

経済移行 −0.040 −0.038* −0.092 −0.009 −0.040 −0.040 −0.039*
（0.03） （0.02） （0.06） （0.03） （0.03） （0.03） （0.02）

隣国 −0.286* −0.076 −0.363 −0.486*** −0.286** −0.286** dropped
（0.14） （0.15） （0.26） （0.13） （0.12） （0.14）

購買力 0.095** 0.072** 0.123 0.036 0.095*** 0.095** 0.060**
（0.04） （0.03） （0.07） （0.02） （0.03） （0.04） （0.02）

貿易関係 0.112* 0.169*** 0.014 0.586*** 0.112** 0.112* 0.252**
（0.06） （0.05） （0.07） （0.05） （0.05） （0.06） （0.11）

集積効果 −0.196** −0.134* −0.112** −1.481*** −0.196*** −0.196** 0.151***
（0.08） （0.08） （0.05） （0.32） （0.07） （0.08） （0.01）

労働費用水準 0.324* 0.389** 0.163 2.306*** 0.324** 0.324** dropped
（0.16） （0.17） （0.24） （0.37） （0.14） （0.16）

労働費用格差 0.049 −0.162 0.357* 1.918*** 0.049 0.049 dropped
（0.19） （0.26） （0.19） （0.49） （0.16） （0.19）

資源賦存 0.083 0.053 0.015 0.184 0.083 0.083 −0.050*
（0.11） （0.10） （0.04） （0.16） （0.09） （0.11） （0.03）

EU加盟 −0.262** −0.295 −0.107 0.856*** −0.262*** −0.262** dropped
（0.11） （0.17） （0.09） （0.20） （0.09） （0.11）

説明変数の総数

総数 0.00041*** 0.00054*** 0.00034*** −0.00005 0.00041*** 0.00041*** 0.00029***
（0.0001） （0.0001） （0.0000） （0.0001） （0.0001） （0.0001） （0.0000）

自由度・研究水準

 自由度 0.00016 0.00010 0.00002*** 0.00004*** 0.00016* 0.00016 0.00004***
（0.0001） （0.0001） （0.0000） （0.0000） （0.0001） （0.0001） （0.0000）

研究水準 −0.024 −0.036** 0.010 −0.049*** −0.024 −0.024 dropped
（0.02） （0.02） （0.02） （0.01） （0.01） （0.02）

切片 −11.320 −3.585 −2.768 3.728 −11.320 −11.320 −3.635
（12.07） （2.87） （1.99） （10.92） （10.35） （12.07） （0.81）

K 126 126 126 126 126 126 126
R 0.652 0.637 0.504 0.558 ― 0.652 0.058



FDI研究と貿易研究が報告する社会的紐帯変数の

推定結果の差は解消していく可能性も考えられる．

第 3に，研究対象国に占める中東欧 EU加盟国や

旧ユーゴスラビア諸国を中心とする中東欧非 EU加

盟国の比率が高まると，旧ソ連諸国を中心とする研

究と比較して，社会的紐帯の効果は減少する．t値

を従属変数とした場合も同様で，どちらのケースで

も社会的紐帯変数の統計的有意性は低下する．EU

加盟の過程を通じて欧州先進国との親和性が高まっ

た中東欧 EU加盟国や，将来の新規加盟を念頭に置

いて EU主導で制度改革が進む中東欧非 EU加盟国

では，言語や文化面の異質性が国際経済関係に及ぼ

す影響力は減衰していると考えられる．最も分かり

やすい例はビジネス言語であろう．中東欧諸国では

英語やドイツ語が主要なビジネス言語として通用し

ている一方で，旧ソ連諸国ではロシア語が事実上の

共通通商語であり，それを核とするロシア語圏市場

を形成している（徳永・菅沼，2019）．

第 4に，推定量の違いが実証結果に影響を及ぼし

ており，固定効果推定量（FE），変量効果推定量

（RE），一般化積率法（GMM）を採用した研究の推定

結果は，最小二乗法（OLS）を利用した研究と比較し

て，社会的紐帯変数の貿易・FDI 誘引効果を大き

く報告する傾向がある．他方で，t値を従属変数と

するメタ回帰分析では，推定量の違いは大きく影響

せず，プロビット推定法（PROBIT）を用いた研究に

よる推定結果の統計的有意性が著しく減少するにと

どまる．中東欧・旧ソ連諸国の移行経済を対象にし

た他のテーマに関するメタ回帰分析でも，推定量の

違いが推定結果の効果サイズや統計的有意性を左右

するケースはしばしば観察されるが，ベースライン

として位置付けられる OLSに対して，その他の推

定量ではより控えめな結果になることが多い12）．今

次の社会的紐帯変数のメタ回帰分析では，上述のよ

うに通常とは逆の結果が出た．この点の解明は今後

の課題としたい．

第 5に，社会的紐帯変数を推定する際に投入され

る他の説明変数の種類が，その推定結果に影響して

いる．空間的に離れた植民地関係に代表されるよう

に，社会的な関係性は必ずしも地理的な制約は受け

ないが，中東欧・旧ソ連諸国の場合は関係国が隣接

しているため，二国間の地理的距離や隣国同士か否

かを制御すると社会的紐帯の効果は小さくなると解

釈される．さらに，貿易・FDI の基本的な動向を

規定すると考えられる市場規模，購買力，企業集積，

労働費用といった他の説明変数との組み合わせに応

じて，あるいは推定式に投入される説明変数の数に

よって，社会的紐帯変数の推定結果の効果サイズは

変化する．同様の結果は，t値を従属変数とするメ

タ回帰分析でも得られ，とりわけ市場規模や地理的

距離を制御すると，社会的紐帯変数の推定結果の統

計的有意性は低下する．周知のように，基本的な重

力モデルに用いられる市場規模や地理的距離は，国

際貿易及び FDIの代表的な決定要因であり，それ

らの効果を考慮して初めて，社会的紐帯の影響力は

適正に評価されると考えられる．

以上の所見に加えて，表 4の分析結果から分かる

ことは，社会的紐帯に関する説明変数の推定値に対

して，わずかではあるが自由度の平方根が正の効果

をもたらす点である．言い換えれば，標本サイズが

より大きなデータを用いる研究は，他の条件が等し

ければ，社会的紐帯の貿易・FDI 誘引効果の規模

をより大きく評価する傾向にあり，同様の結果は統

計的有意性についても見られる．その他の研究属性，

すなわち，社会的紐帯変数のタイプ13），研究対象国

数，貿易・投資相手国14），推定期間，個別効果・時

間効果制御の有無，従属変数の形状に関わるメタ独

立変数は，いくつかのケースを除けば，基本的に

10％水準以下で有意に推定されておらず，これら

の要因は異なる研究間の推定結果に大きな差をもた

らすものではないことが確認された．

4. 3 公表バイアスの検証

メタ回帰分析の最終段階として，公表バイアスの

可能性と程度を検証する．

図 2 は，社会的紐帯の貿易・FDI 誘引効果の偏

相関係数と標準誤差の逆数を用いた漏斗プロットで

ある．公表バイアスが存在しなければ，偏相関係数

は真の値の周りをランダムかつ対照的に分布し，標

準誤差の逆数は偏相関係数の分散と負に相関するた

め，その散布図は左右対称な三角形の姿を呈するこ

とになる．しかし，一見して明らかなように，ゼロ

を基準としても，あるいは変量効果モデルで推定し

た偏相関係数の統合値である 0.005を真の効果の近

似値と見なしても，同図の漏斗プロットは左右対称

かつ三角形の分布を示しているとは言い難い．ゼロ

（0.005）を上回る推定結果は 85点（81点），それらを

下回る推定結果は 41点（45点）を数える．そのため，

推定結果が真の効果を挟んで同数分布するという帰

無仮説は，いずれの場合も 1％水準で棄却される15）．
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すなわち，この研究領域では，正の効果サイズを支

持する推定結果がより高い頻度で報告されるという

意味で，公表バイアスⅠ型の存在が疑われる．

次に，図 3に示されたガルブレイズ・プロットは，

効果サイズの符号関係に係わりなく，統計的に有意

な推定結果の報告頻度が高い公表バイアスⅡ型の検

出に用いられるが，散布図が示すように，その可能

性は極めて高い．有意水準 5％の両側棄却限界値で

ある±1.96の範囲内に収まる t値は，推定結果 126

点中の 45点に過ぎず，全体に占める比率が 95％で

あるという帰無仮説は容易に棄却される ( z=30.534,

p=0.000)．また，変量効果モデルで推定した偏相

関係数の統合値である 0.005を真の効果と仮定して

も，閾値 1.96を上回る推定結果が全体に占める比

率は 5％であるという帰無仮説も，再び強く棄却さ

れる ( z=31.761, p=0.000)．

最後に，上記 2種類の公表バイアス及び真の効果

の有無をより厳密に検証するために開発されたメタ

回帰モデルの推定結果は，表 5-1に示されている．

同表（a）及び（b）から明らかなように，各々の推定

式の切片 ( β ) はゼロであるとする帰無仮説は，

（a）では 5モデル中の 3モデルで棄却されない一方

で，（b）ではいずれのモデルにおいても 1％水準で

有意に棄却される．したがって，この研究領域では，

公表バイアスⅡ型の存在が強く疑われる．他方で，

真の効果については，（a）の推定式の標準誤差の逆

数の係数 ( β ) はゼロであるという帰無仮説が 5モ

デル中の 3モデルで棄却されていることから，社会
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図 2．社会的紐帯の貿易・FDI誘引効果に関する推定結果の漏斗プロット (K=126)

注） 実線は，変量効果モデルで推定した偏相関係数の統合値である 0.005を示す（表

2を参照）．

出所） 筆者作成．

図 3．社会的紐帯の貿易・FDI誘引効果に関する推定結果のガルブレイズ・プロット (K=126)

注） 実線は，有意水準 5％の両側棄却限界値である±1.96を示している．

出所） 筆者作成．



的紐帯の貿易・FDI 誘引効果に関する正真正銘の

証拠が存在する可能性は高い．さらに，同表（c）に

よれば，推定式の標準誤差の逆数の係数 ( β ) は，

5モデル中の 3モデルにおいて 1％水準で有意に正

に推定されている．したがって，表 1に掲げた 18

文献の中に，社会的紐帯の貿易・FDI 誘引効果に

関する真の効果が存在する可能性は高く，その公表

バイアス調整値は 0.0030である．

以上の考察を踏まえて，社会的紐帯変数を言語・

移民関連変数 45点と歴史・文化関連変数 84点に分

けて，上記と同じ手順で公表バイアス及び真の効果

の有無を検証したところ，表 5-2及び表 5-3が明示

するように，対照的な分析結果が出た．すなわち，

双方とも公表バイアスⅡ型の存在が強く疑われるに

もかかわらず，前者では真の効果が検出された一方

で，後者では検出されなかった．換言すれば，社会

的紐帯の有無や程度を表す変数の選択によって，そ

の貿易・FDI誘引効果は大きく変わることになる．
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表 5-1．社会的紐帯変数の公表バイアス及び真の効果の有無に関するメタ回帰分析

注） 1．OLS：最小二乗法，GLS：一般最小二乗法，LSDV：最小二乗ダミー推定法，（R）ML：（制限付き）最尤法．GEE：一般化推定方程式

2．Breusch-Pagan検定：χ=0.00, p=0.496

3．Hausman検定：χ=0.38, p=0.537

4．Breusch-Pagan検定：χ=0.39, p=0.267

5．Hausman検定：χ=0.68, p=0.410

6．括弧内は標準誤差．モデル［14］を除き，Whiteの修正法による分散不均一性の下でも一致性のある標準誤差を報告している．***：

1％水準で有意，*：10％水準で有意．

出所） 筆者推定．

（a）FAT（公表バイアスⅠ型）-PET検定（推定式：t=β+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Cluster-robust
random-effects

panel GLS

Cluster-robust
fixed-effects
panel LSDV

モデル ［1］ ［2］ ［3］ ［4］2） ［5］3）

切片（FAT：H：β=0） 0.7828* 0.7828 0.6054 0.5568 0.3807***

（0.444） （0.639） （0.755） （0.785） （0.004）

1SE（PET：H：β=0） 0.0013 0.0013 0.0028*** 0.0033*** 0.0049***

（0.005） （0.001） （0.001） （0.001） （0.000）

K 126 126 126 126 126

R 0.002 0.002 ― 0.002 0.002

（b）公表バイアスⅡ型検定（推定式： t =β+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Cluster-robust
random-effects

panel GLS

Cluster-robust
fixed-effects
panel LSDV

モデル ［6］ ［7］ ［8］ ［9］4） ［10］5）

切片（H：β=0） 2.4530*** 2.4530*** 2.5490*** 2.5523*** 2.0248***

（0.286） （0.450） （0.512） （0.517） （0.005）

1SE 0.0115*** 0.0115*** 0.0139*** 0.0140*** 0.0154***

（0.003） （0.001） （0.000） （0.000） （0.000）

K 126 126 126 126 126

R 0.251 0.251 ― 0.251 0.251

（c）PEESE法（推定式：t=βSE+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Random-effects
panel ML

Population-
averaged panel

GEE

モデル ［11］ ［12］ ［13］ ［14］ ［15］

SE 14.1552*** 14.1552*** 14.1552*** 13.9946* 14.1658***

（4.510） （4.279） （4.262） （7.259） （4.241）

1SE（H：β=0） 0.0030 0.0030*** 0.0030*** 0.0032 0.0030***

（0.005） （0.000） （0.000） （0.003） （0.000）

K 126 126 126 126 126

R 0.051 0.051 ― ― ―



最後に，中東欧・旧ソ連諸国における他の貿易・

FDI 決定要因の効果サイズと比較するために，基

本文献 18点以外の対象文献からも抽出した推定結

果のメタ回帰分析の結果が表 6及び図 4にまとめら

れている．先述したように，社会的紐帯変数とその

他の説明変数では推定結果の抽出ルールが異なるた

め，厳密な比較はできないが，社会的紐帯変数，と

りわけ言語・移民関連変数には確かに貿易・FDI

誘引効果は存在するものの，真の効果が検出された

他の決定要因と比べて，その効果サイズは小さいこ

とが分かる．それゆえ，国際経済関係における社会

的紐帯の経済的効果を強調することは，その過大評

価をもたらす恐れがあるため，この問題は慎重に解

釈すべきであることを示唆している．

おわりに

本稿は，中東欧・旧ソ連諸国を分析対象とした国

際貿易及び FDIの決定要因に関する研究領域にお
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表 5-2．言語・移民関連変数の公表バイアス及び真の効果の有無に関するメタ回帰分析

注） 1．OLS：最小二乗法，GLS：一般最小二乗法，LSDV：最小二乗ダミー推定法，（R）ML：（制限付き）最尤法．GEE：一般化推定方程式

2．Breusch-Pagan検定：χ=0.00, p=1.000

3．Hausman検定：χ=2.64, p=0.104

4．Breusch-Pagan検定：χ=0.00, p=1.000

5．Hausman検定：χ=0.65, p=0.420

6．括弧内は標準誤差．モデル［14］を除き，Whiteの修正法による分散不均一性の下でも一致性のある標準誤差を報告している．***：

1％水準で有意，**：5％水準で有意．

出所） 筆者推定．

（a）FAT（公表バイアスⅠ型）-PET検定（推定式：t=β+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Cluster-robust
random-effects

panel GLS

Cluster-robust
fixed-effects
panel LSDV

モデル ［1］ ［2］ ［3］ ［4］2） ［5］3）

切片（FAT：H：β=0） 0.7747 0.7747 0.7747 0.7747 −0.2400***

（0.537） （0.614） （0.607） （0.614） （0.011）

1SE（PET：H：β=0） 0.0169** 0.0169*** 0.0169*** 0.0169*** 0.0294***

（0.008） （0.002） （0.002） （0.002） （0.000）

K 45 45 45 45 45

R 0.259 0.259 ― 0.259 0.259

（b）公表バイアスⅡ型検定（推定式： t =β+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Cluster-robust
random-effects

panel GLS

Cluster-robust
fixed-effects
panel LSDV

モデル ［6］ ［7］ ［8］ ［9］4） ［10］5）

切片（H：β=0） 2.1342*** 2.1342*** 2.1342*** 2.1342*** 1.7761***

（0.335） （0.310） （0.307） （0.310） （0.008）

1SE 0.0183*** 0.0183*** 0.0183*** 0.0183*** 0.0227***

（0.006） （0.001） （0.001） （0.001） （0.000）

K 45 45 45 45 45

R 0.486 0.486 ― 0.486 0.486

（c）PEESE法（推定式：t=βSE+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Random-effects
panel ML

Population-
averaged panel

GEE

モデル ［11］ ［12］ ［13］ ［14］ ［15］

SE 9.2064** 9.2064** 9.2064*** 9.2064 8.4195***

（4.272） （3.315） （3.277） （6.532） （0.069）

1SE（H：β=0） 0.0188** 0.0188*** 0.0188*** 0.0188*** 0.0169***

（0.007） （0.000） （0.000） （0.004） （0.000）

K 45 45 45 45 45

R 0.393 0.393 ― ― ―



いて，社会的紐帯を表現する変数に焦点を当てなが

ら，一般にメタ分析と呼ばれる手法を用いて，先行

研究が披露する実証結果を統合・鳥瞰するとともに，

研究間の相違性を決定づける要因や公表バイアスの

可能性を検証した．その分析結果の要約と本稿の結

論は以下の通りである．

中東欧・旧ソ連諸国における社会的な繫がりや関

係性が国際経済関係に及ぼす影響を定量的に検証し

ようとする試みは，2000年代以降に始まった．社

会的紐帯と表現できる指標を言語，移民，歴史・文

化の 3タイプの変数に分類すると，前二者の貿易・

FDI 誘引効果の存在が確認された．同時に，その

実証結果はデータ形式，研究テーマ，分析対象国の

構成，推定量，他の説明変数の種類と数，標本サイ

ズなどにも左右されることが判明した．総じて，旧

ソ連諸国を分析対象にして，横断面データを用いて

REや GMMなどで推定すると，社会的紐帯の誘引

効果は大きく報告される傾向にある．他方で，国際
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表 5-3．歴史・文化関連変数の公表バイアス及び真の効果の有無に関するメタ回帰分析

注） 1．OLS：最小二乗法，GLS：一般最小二乗法，LSDV：最小二乗ダミー推定法，（R）ML：（制限付き）最尤法．GEE：一般化推定方程式

2．Breusch-Pagan検定：χ=0.31, p=0.288

3．Hausman検定：χ=0.18, p=0.670

4．Breusch-Pagan検定：χ=1.21, p=0.135

5．Hausman検定：χ=0.85, p=0.355

6．括弧内は標準誤差．モデル［14］を除き，Whiteの修正法による分散不均一性の下でも一致性のある標準誤差を報告している．***：

1％水準で有意，**：5％水準で有意．

出所） 筆者推定．

（a）FAT（公表バイアスⅠ型）-PET検定（推定式：t=β+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Cluster-robust
random-effects

panel GLS

Cluster-robust
fixed-effects
panel LSDV

モデル ［1］ ［2］ ［3］ ［4］2） ［5］3）

切片（FAT：H：β=0） 0.4683 0.4683 0.3114 0.3022 0.1493***

（0.596） （0.931） （0.988） （0.996） （0.007）

1SE（PET：H：β=0） −0.0028 −0.0028 −0.0016 −0.0015 −0.0002***

（0.006） （0.002） （0.001） （0.001） （0.000）

K 84 84 84 84 84

R 0.009 0.009 ― 0.009 0.009

（b）公表バイアスⅡ型検定（推定式： t =β+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Cluster-robust
random-effects

panel GLS

Cluster-robust
fixed-effects
panel LSDV

モデル ［6］ ［7］ ［8］ ［9］4） ［10］5）

切片（H：β=0） 2.6236*** 2.6236*** 2.6279*** 2.6286*** 2.0105***

（0.396） （0.654） （0.667） （0.671） （0.005）

1SE 0.0092** 0.0092*** 0.0126*** 0.0125*** 0.0142***

（0.004） （0.001） （0.000） （0.000） （0.000）

K 84 84 84 84 84

R 0.179 0.179 ― 0.179 0.179

（c）PEESE法（推定式：t=βSE+β (1SE )+v）

推定量1） OLS Cluster-robust
OLS

Multi-level
mixed effects

RML

Random-effects
panel ML

Population-
averaged panel

GEE

モデル ［11］ ［12］ ［13］ ［14］ ［15］

SE 17.6963*** 17.6963** 16.4300** 16.4300 17.5274**

（4.121） （7.032） （7.237） （13.261） （7.029）

1SE（H：β=0） −0.0020 −0.0020*** −0.0015 −0.0015 −0.0020***

（0.005） （0.001） （0.001） （0.004） （0.001）

K 84 84 84 84 84

R 0.039 0.039 ― ― ―



貿易や FDIを促進させると考えられる他の決定要

因の誘引効果と比較すると，その真の効果が強く検

出された言語・移民関連変数に限定しても，誘引力

の小ささは否めない．それゆえ，言語や移民に関す

る社会的紐帯の経済的効果の検証は，他の要因と比

較考量しながら，慎重に進めるべきである．

しかしながら，ソ連崩壊とともに世界の経済地図

は大きく塗り替えられ，今後は共有された歴史，文

化・価値観，言語で結ばれた圏域（sphere）が重要な

カギを握ると説く地理学者の議論に従えば（Kotkin,

2011），国際経済関係に及ぼす社会的紐帯の影響力

が一方的に増大もしくは減退するとも考えにくい．

それゆえ，今後の研究の方向性としては，定性的な

事例研究の成果を吸収しつつ，中東欧・旧ソ連諸国

と同様に多言語・多民族社会の深化が進む西欧諸国

を分析対象とした実証研究にメタ分析の範囲を広げ

るとともに，本稿で焦点を当てた社会的紐帯が対外

経済関係に影響を与えていると考えられる他地域の

途上国・新興国に関する実証分析との比較研究へと

発展させることが求められよう．

（関西大学商学部）

注

謝辞 本稿は，2020年度京都大学経済研究所プロジ
ェクト研究「海外直接投資と取引費用に関する研究：
共通通商語の役割に焦点を当てて」並びに 2020年度
関西大学研修員研修費による研究成果である．2020年
9月 16日に開催された一橋大学経済研究所の定例研究
会では，討論者の鈴木拓教授（帝京大学），並びに森口

千晶教授，岩﨑一郎教授，森川正之教授（すべて一橋

大学）をはじめとする参加者の方々から有益なコメン

トを賜った．また，文献調査と収集に際しては，一橋

大学経済研究所の吉田恵理子研究支援推進員及び資料

室スタッフから多大な助力を得た．記して謝意を表し

たい．

1） クラリベイト・アナリティクス社提供の学術論

文データベース（Web of Science）を利用して，“invest-
ment”もしくは “trade”と，“language”もしくは “cul-
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出所）筆者推定．

表 6．貿易・FDI決定要因の公表バイアス及び真の効果の有無に関するメタ回帰分析結果の概要

図 4．貿易・FDI決定要因の公表バイアス調整済みの効果サイズの比較

注） 真の効果が検出された変数を効果サイズの降順に配列した．

出所） 表 6に基づき筆者作成．

公表バイアスⅠ型 公表バイアスⅡ型 真の効果
公表バイアス調整済みの

効果サイズ

社会的紐帯変数 (K=126) ✓ ✓ 0.0030〜0.0032

言語・移民関連変数 (K=45) ✓ ✓ 0.0169〜0.0188

歴史・文化関連変数 (K=84) ✓ ―

経済移行変数 (K=233) ✓ ✓ ―

市場規模変数 (K=342) ―

購買力変数 (K=114) ✓ ―

貿易関連変数 (K=222) ✓ ✓ ✓ 0.0679〜0.0809

集積効果変数 (K=80) ✓ ✓ ✓ 0.1033〜0.1971

労働費用水準変数 (K=83) ✓ ✓ ―

労働費用格差変数 (K=53) ✓ ✓ ✓ 0.0305〜0.0385

資源賦存変数 (K=52) ✓ ✓ 0.0603〜0.0709

EU加盟変数 (K=51) ✓ ✓ 0.0776〜0.0961

地理的距離変数 (K=184) ✓ ✓ ✓ −0.0270〜−0.0229



ture”のクロス検索によって得られた研究業績の発行
年を確認した．

2） 調査結果の分析に基づく経営文化の国際比較に

関する詳細な議論は，Hofstede（1980［1984］）を参照の
こと．

3） 20世紀哲学の主動向を表す概念で，哲学の基本
的方法が意識分析から言語分析へと転換したことを示

す．それによって，哲学の考察場面を私秘的な意識か

ら公共的な言語へと移行し，意識分析から言語分析へ

の方法論的転換を図ることで，哲学的問題に新たな探

求の地平を開こうとした（『岩波哲学・思想事典』岩波

書店，1998年，453-454頁）．

4） 最後の文献探索は，2019 年 1 月（IFDI）及び
2020年 7月（国際貿易）に行われた．その際に用いた検

索語の組み合わせは，従前と変わりない（Tokunaga
and Iwasaki, 2017 ; Uegaki and Kumo, 2020）．

5） OFDI に関する文献探索は 2020 年 7 月に行わ
れた．

6） メタ分析の理論と構成については，Iwasaki
（2020, Chapter 1）を参照のこと．

7） Andonova et al.（2014）が報告する社会的紐帯変
数の推定結果 3点には，言語的要素と非言語的要素が
含まれるため，言語関連変数と歴史・文化関連変数の

双方に分類した．そのため，同表（3）の抽出推定結果
数の合計は 133点に上る．

8） 以下のメタ回帰分析では，標準誤差の逆数が著

しく大きい推定結果 4点を外れ値として除外した (K

=126)．

9） 表 1が示すように，抽出推定結果数は文献毎に
大きく異なるため，その逆数を分析的重みに用いた

WLS推定を行ったが，統計的に有意に推定されたメ
タ独立変数の数が少ないことと，モデル全体の説明力

が上昇することを除けば，その推定結果は他のWLS
推定と変わらない．

10） 投資発展経路（Investment Development Path :
IDP）に関する実証研究でも，同じような問題点が指摘
されており，近年は横断面データを用いた国際比較で

はなく，特定国や二国間の時系列分析が中心である

（Boudier-Bensebaa, 2008）．
11） エコノミスト誌は，大英圏（Anglosphere），中

華圏（Sinosphere），印度圏（Indosphere）の三者を種族
の力（The Power of Tribes）というタイトルで紹介し，
その潜在力を認識するように実業界に喚起を促してい

る（The Economist, January 28, 2012）．『日本経済新
聞』2016年 1月 8日（朝刊）に掲載の「国境なき民，世

界駆ける」（1 面）並びに「『印僑』と『華僑』」（5 面）も

参照されたい．

12） Iwasaki（2020）に所収のメタ回帰分析結果を参
照のこと．

13） 表 1が示すように，いくつかのメタ分析対象
文献には，同じ推定式に異なるタイプの社会的紐帯変

数が含まれている．それらの相乗効果を確認するため

に，言語関連変数と移民関連変数を 1つにまとめた上
で，歴史・文化関連変数との交差項をメタ独立変数と

して用いたが，その推定結果は非有意で，他の推定結

果にも影響を及ぼしていない．

14） 全 7モデル中の 5モデルで統計的に有意な推

定結果が得られたものの，その符号関係が一致してい

ない（表 4を参照）．t値を従属変数とした場合も，同

様の結果である．

15） ゼロを基準とする場合，z検定値及び p値は

3.920及び 0.000，変量効果モデルで推定した偏相関係
数の統合値（0.005）を基準とする場合，それぞれ 3.207
及び 0.001である．
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